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別添（別記様式第２号）

浜の活力再生広域プラン

令和５～９年度

第２期

１ 広域水産業再生委員会

組織名 三重県カキ養殖広域水産業再生委員会

代表者名 会長 多門 裕史（三重県農林水産部水産振興課長）

広域委員会の

構成員

・鳥羽磯部地域水産業再生委員会（鳥羽磯部漁協、鳥羽市、志摩市）

・志摩地域水産業再生委員会（三重外湾漁協（安乗事業所、和具事業所、立神支所、

神明支所、鵜方支所、浜島支所、迫子支所、志島支所、甲賀支所、国府支所、片

田支所、布施田支所、御座支所、波切支所、船越支所）、志摩市、海女振興協議会） 

・五ヶ所湾地域水産業再生委員会（三重外湾漁協（宿田曽支所、神原支所、五ヶ所

浦支所、中津浜浦支所、内瀬浦支所、迫間浦支所、礫浦支所、相賀浦支所）、南伊

勢町、南伊勢町漁村活性化グループ）

・南伊勢町南島地区地域水産業再生委員会（三重外湾漁協（くまの灘事業所、贄浦

支所、阿曽浦支所、慥柄浦支所、神前浦支所、方座浦支所、古和浦支所）、南島あ

ぐり会、南伊勢町）

・紀北町水産業再生委員会（三重外湾漁協（長島事業所、引本支所、白浦支所、矢

口浦支所、島勝支所、海野支所）、紀北町）

・三重県漁業協同組合連合会

・三重県

オブザーバー ―

対象となる地域の範囲及び漁業の種類 【地域の範囲】

・鳥羽市（鳥羽磯部漁協（小浜支所、坂手支所、桃取町支

所、安楽島支所、浦村支所、畔蛸支所））

・志摩市（鳥羽磯部漁協（的矢支所、三ヶ所支所）、三重外

湾漁協（鵜方支所））

・南伊勢町（三重外湾漁協（宿田曽支所、迫間浦支所、内

瀬浦支所、神原支所、五ヶ所浦支所、くまの灘事業所））

・紀北町（三重外湾漁協（長島事業所））

【漁業の種類】

カキ養殖業 170 経営体

※令和 3 年県漁連調べ

２ 地域の現状

（１）地域の水産業を取り巻く現状等
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本県のカキ養殖業は、鳥羽磯部漁協・三重外湾漁協（鳥羽市、志摩市、南伊勢町、紀北町）の静穏

な内湾域で行われている。昭和初期に本格的なカキ養殖が開始されて以降、全国に先駆けて紫外線殺

菌海水を用いたカキ浄化法を導入したほか、高級ブランドとして全国的にも知名度の高い「的矢かき」

を有するなど、カキ養殖業は本県の重要な海面養殖業の一つとして位置づけられている。

両漁協とも生産者は家族単位の小規模な個人経営体が多く、そのほとんどが漁協を介在しない個人

出荷を中心としており、消費地市場や宿泊施設、飲食店等への直接出荷を行っている。また、県内最

大の産地である鳥羽市浦村地区では、自らでカキ小屋を経営する生産者も多く、一帯のエリアは「オ

イスターロード」と呼ばれ、地域の重要な観光資源となっている。

近年の生産量は、平成 27 年～平成 30 年までは 3,500ｔ程度（殻付き換算、漁業・養殖業生産統計

より）で推移していたものの、令和元年頃から高水温等の影響とみられる大量へい死が継続発生して

いるため、令和 3 年には約 1,900ｔ（殻付き換算、漁業・養殖業生産統計より）まで減少し、ウクラ

イナ情勢に係る燃料費・各種資材費の高騰と相まって生産者の経営が悪化し、深刻な問題となってい

る。

また、本県のカキ生産者は、個人経営体による個人出荷が大半を占めているため、全国的に進む産

地ブランドの確立や生産規模拡大等の競争力強化を図るための方策を推進する必要が生じている。

（２）その他の関連する現状等

三重県の人口は約 177 万人（令和 2 年国勢調査）であり、平成 22 年以降は減少に転じている。県

土は南北に長く、千キロメートル以上の海岸線を有し、北部は工業中心、南部が一次産業中心の産業

構造となっている。

令和 2 年の産業別就業人数は、第 1 次産業が 2 万 6,455 人、第 2 次産業が 25 万 9,965 人、第 3 次

産業が 52 万 9,951 人となっている（令和 2 年国勢調査）。 

令和元年度の産業別総生産額は、第 1 次産業が 788 億円、第 2 次産業が 33,187 億円、第 3 次産業

が 46,531 億円となっている（令和元年度三重県県民経済計算）。 

三重県では、人口減少・高齢化の進展、気候変動に伴う風水害の激甚化・頻発化や農林水産物の品

質・収量の低下等の課題に直面する中、令和 4 年度から概ね 10 年先の三重の姿を見据えた総合計画

「強靱な美し国ビジョンみえ」及び令和 4 年度から令和 8 年度までの 5 年間の中期の戦略計画「み

え元気プラン」を策定し、施策を総合的かつ計画的に進めている。

３ 競争力強化の方針

（１）機能再編・地域活性化に関する基本方針

①前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

（１）安定生産対策

現在、大きな問題となっている大量へい死の原因究明とへい死軽減対策の検討を進めるためには、

長期的なデータが必要であることから、三重県水産研究所は、鳥羽磯部漁協桃取町支所・小浜支所・

安楽島支所・浦村支所・的矢支所・三ヶ所支所、三重外湾漁協神明支所の生産者、鳥羽市、志摩市の

協力のもと、漁場環境（水温、塩分、溶存酸素量、プランクトン）や漁場・種苗産地ごとのへい死率

のモニタリング調査を実施する。両調査の結果は三重県水産研究所がとりまとめ、漁場環境調査の結

果については、三重県水産研究所、鳥羽市、志摩市のホームページへ掲載して周知を図るとともに、

へい死率調査の結果については、再生委員会の全構成員へ共有する。

また、三重県水産研究所は、鳥羽磯部漁協安楽島支所等の生産者とともに「抑制」をはじめとする

へい死軽減対策に関する実証試験を行い、その結果をとりまとめ、有効性を確認の上、全漁協・全生

産者へ抑制技術の普及を行う。

＜モニタリング調査実施体制＞

＜抑制試験等実施体制＞

（２）衛生対策

三重県水産研究所

鳥羽市・志摩市

へい死・漁場環境調査協力

へい死・漁場環境調査協力

結果公表

へい死・漁場環境調査

結果とりまとめ、報告・公表

データ蓄積・分析

鳥羽磯部漁協安楽島支所他 三重県水産研究所

抑制試験の実施 抑制試験結果の取りまとめ

連携

全漁協・全生産者

結果報告 技術普及

生産者（鳥羽磯部漁協桃取町支所・小浜支所・安楽島支所・

浦村支所・的矢支所・三ヶ所支所、三重外湾漁協神明支所） 
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消費者の安全安心確保及び生産者のリスク管理のためには、定期的な貝毒検査・貝毒プランクトン

調査の実施が重要であることから、三重県は、全漁協及び生産者と協力して検査・調査に取り組むと

ともに、現在、県内を７つの海域に分割している検査・調査の海域区分を細分化し、消費者の安全安

心と生産者の生産意欲の両方が確保できる、きめ細かな検査体制を構築する。

（３） 養殖経営の強化と販売戦略

 産地間競争力強化のためには、地区に合った経営特性を勘案しつつ検討する必要があるため、生産

量を維持しつつ、経営を合理化していく方法について、生産者による会社設立の事例における課題等

を参考にしながら、出荷施設の整備等も念頭に、また漁協事業にどのように関連できるのかも含めて

検討を進めていく。なお、販売戦略においては、消費者からの高い評価を獲得するため、科学的説明

やストーリー性を検討の上、ブランド構築を行う。

また、全漁協及び県漁連は、三重県産養殖カキの消費拡大と認知度向上を図るため、観光客向けの

PR 活動や県内外で開催されるイベント等を活用した消費拡大対策を講じていく。 

（４）輸出への取組の促進

カキの需要が高いアジア経済圏に向けた輸出については、マーケット拡大の面からも、引き続き取

り組む必要があるため、既に輸出を行っている事例を参照しながら推進していく。とりわけ、地元の

他の農林水産物の輸出取組や、県漁連が行う輸出取組とも連携を密にしながら、新たな輸出ルートの

確立を目指す。

 また、輸出量の増加に生産地域間で連携した対応ができるよう、カキ生産者の「三重県農林水産物・

食品輸出促進協議会」への参加促進を図る。

（２）中核的担い手の育成に関する基本方針

①前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）

②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

カキ養殖業の経営体数は減少傾向にあり、その担い手の確保・育成が重要となっている。このため、

当再生委員会は、カキ養殖業の振興を推進する意欲のある生産者を「中核的漁業者」と認定し、経営

能力の向上等に資する研修会を開催するとともに、省力・省コスト化や衛生化に資する機器・施設の

導入、漁船リース事業やその他助成事業の積極的な活用を推進することで、中核的漁業者の漁家経営

の安定化を支援する。

 なお、「中核的漁業者」は、カキ生産者のうち、次に掲げるいずれかに該当する者とし、漁協の推

薦により当再生委員会が認定するものとする。

・県、市町、漁協等による経営改善指導を受けるなど漁家経営の安定化に意欲的な者
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・新規就業者の受入れや作業従事者の雇用等に積極的な者

・地域をけん引するリーダーとなり得る者（漁業士、漁協青壮年部員など）

また、新規就業者の確保・育成を図るため、三重県漁業協同組合連合会等の漁協系統団体・沿海市

町・（公財）三重県農林水産支援センター・水産高校・県で構成される三重県漁業担い手対策協議会

と連携するとともに、国の経営体育成総合支援事業の活用を推進する。

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

・区画漁業権行使規則及び漁場改善計画を遵守する。

・漁業権漁場ごとの養殖施設の面積の遵守

・養殖漁場の環境を考慮した養殖密度の遵守

・適正養殖可能数量の遵守

・貝掃除残渣の処理

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和５年度）

取組内容 （１）安定生産対策

三重県水産研究所は、鳥羽磯部漁協桃取町支所・小浜支所・安楽島支所・浦村支所・

的矢支所・三ヶ所支所、三重外湾漁協神明支所の生産者、鳥羽市、志摩市の協力のも

と、水温等の漁場環境調査と漁場・種苗産地ごとのへい死状況調査を行う。三重県水

産研究所は、各漁場の調査結果をとりまとめ、漁場環境調査の結果は三重県水産研究

所、鳥羽市、志摩市のホームページへ掲載し周知を図り、へい死状況調査の結果につ

いては、漁場環境とへい死との関係性を分析したうえで、再生委員会の全構成員へ共

有する。また、三重県水産研究所は、鳥羽磯部漁協安楽島支所の生産者とともに「抑

制」等のへい死軽減対策に関する実証試験を行い、その有効性を検証する。

（２）衛生対策

三重県は、三重外湾漁協及び生産者とともに度会海域における貝毒検査・貝毒モニ

タリング調査海域の細分化について検討を行い、検討結果に基づく新たな海域区分に

より定期的な貝毒検査・貝毒プランクトン調査を開始する。全漁協及び生産者は、貝

毒検査に必要なサンプルを採取・提供する。三重県は、検査・調査結果を県ホームペ

ージ等で周知する。

（３）養殖経営の強化と販売戦略

鳥羽磯部地域の生産者及び鳥羽磯部漁協は、全国的な事例に精通した専門家を迎

え、協業化の事例を収集するととともに、現在の出荷体制を踏まえ、安定経営を行う

ための課題整理と具体的協議を行う。

全漁協及び県漁連は、三重県産養殖カキの消費拡大と認知度向上を図るため、観光

客向けの PR 活動や県内外で開催されるイベント等を活用した普及啓発活動を行う。 
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（４）輸出への取組の促進 

 全漁協及び県漁連は、「三重県農林水産物・食品輸出促進協議会」が輸出促進に向

けて開催するセミナー、商談会等へのカキ生産者の参加促進を図る。 

 

（５）中核的担い手の確保・育成 

 全漁協及び県漁連は、中核的担い手の確保・育成を図るため、経営能力の向上等に

資する研修会を開催するほか、漁業経営セーフティーネット構築事業や積立ぷらすへ

の加入促進、中核的漁業者が持続的な漁業経営に取り組むことができるよう漁船リー

スの活用や省力・省コスト化等生産性向上のための漁業用機器等の導入を推進する。 

 また、新規就業者の確保・育成を図るため、三重県漁業担い手対策協議会と連携す

るとともに、経営体育成総合支援事業の活用を推進する。 

活用する支援

措置等 

広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査）（国） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

水産業競争力強化金融支援事業（国） 

経営体育成総合支援事業（国） 

漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（浜の担い手漁船リース緊急事業）（国） 

漁業収入安定対策事業（積立ぷらす）（国） 

 

２年目（令和６年度） 

取組内容 （１）安定生産対策 

三重県水産研究所は、鳥羽磯部漁協桃取町支所・小浜支所・安楽島支所・浦村支所・

的矢支所・三ヶ所支所、三重外湾漁協神明支所の生産者、鳥羽市、志摩市の協力のも

と、水温等の漁場環境調査と漁場・種苗産地ごとのへい死状況調査を行う。三重県水

産研究所は、各漁場の調査結果をとりまとめ、漁場環境調査の結果は三重県水産研究

所、鳥羽市、志摩市のホームページへ掲載し周知を図り、へい死状況調査の結果につ

いては、漁場環境とへい死との関係性を分析したうえで、再生委員会の全構成員へ共

有する。また、三重県水産研究所は、「抑制」等のへい死軽減対策に関する実証試験

の最終報告をとりまとめ抑制技術を確立し、県内の生産者へ普及する。 

 

（２）衛生対策 

三重県は、引き続き、細分化された新たな海域区分による貝毒検査・貝毒プランク

トン調査を行う。全漁協及び生産者は、貝毒検査に必要なサンプルを採取・提供する。

三重県は、検査・調査結果を県ホームページ等で周知する。 

 

（３）養殖経営の強化と販売戦略 

 鳥羽磯部地域の生産者及び鳥羽磯部漁協は、１年目で協議した内容を基に具体的な

スキームの作成に着手する。 

  【ポイント】 
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①個人経営体における経営強化 

②集約化と漁協出荷施設の整備 

③ブランド構築の方向性 

 全漁協及び県漁連は、三重県産養殖カキの消費拡大と認知度向上を図るため、観光

客向けの PR 活動や県内外で開催されるイベント等を活用した普及啓発活動を行う。 

 

（４）輸出への取組の促進 

 全漁協及び県漁連は、「三重県農林水産物・食品輸出促進協議会」が輸出促進に向

けて開催するセミナー、商談会等へのカキ生産者の参加促進を図る。 

 

（５）中核的担い手の確保・育成 

 全漁協及び県漁連は、中核的担い手の確保・育成を図るため、経営能力の向上等に

資する研修会を開催するほか、漁業経営セーフティーネット構築事業や積立ぷらすへ

の加入促進、中核的漁業者が持続的な漁業経営に取り組むことができるよう漁船リー

スの活用や省力・省コスト化等生産性向上のための漁業用機器等の導入を推進する。 

 また、新規就業者の確保・育成を図るため、三重県漁業担い手対策協議会と連携す

るとともに、経営体育成総合支援事業の活用を推進する。 

活用する支援

措置等 

広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査）（国） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

水産業競争力強化金融支援事業（国） 

経営体育成総合支援事業（国） 

漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（浜の担い手漁船リース緊急事業）（国） 

漁業収入安定対策事業（積立ぷらす）（国） 

 

３年目（令和７年度） 

取組内容 （１）安定生産対策 

三重県水産研究所は、鳥羽磯部漁協桃取町支所・小浜支所・安楽島支所・浦村支所・

的矢支所・三ヶ所支所、三重外湾漁協神明支所の生産者、鳥羽市、志摩市の協力のも

と、水温等の漁場環境調査と漁場・種苗産地ごとのへい死状況調査を行う。三重県水

産研究所は、各漁場の調査結果をとりまとめ、漁場環境調査の結果は三重県水産研究

所、鳥羽市、志摩市のホームページへ掲載し周知を図り、へい死状況調査の結果につ

いては、漁場環境とへい死との関係性を分析したうえで、再生委員会の全構成員へ共

有する。 

また、生産者は、三重県水産研究所が開発した抑制技術を活用した生産を行う。 

 

（２）衛生対策 

三重県は、引き続き、細分化された新たな海域区分による貝毒検査・貝毒プランク

トン調査を行う。全漁協及び生産者は、貝毒検査に必要なサンプルを採取・提供する。
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三重県は、検査・調査結果を県ホームページ等で周知する。

（３）養殖経営の強化と販売戦略

 鳥羽磯部地域の生産者及び鳥羽磯部漁協は、具体的なスキームを基に県レベルの方

向性を調整する。また、鳥羽磯部漁協は、その実現に向けた漁協の出荷施設の整備計

画を作成するとともに、ブランド構築の方向性に基づき、必要に応じてカキの科学的

分析や産地の歴史、生産・加工処理等の調査を行う。

全漁協及び県漁連は、三重県産養殖カキの消費拡大と認知度向上を図るため、観光

客向けの PR 活動や県内外で開催されるイベント等を活用した普及啓発活動を行う。 

（４）輸出への取組の促進

 全漁協及び県漁連は、「三重県農林水産物・食品輸出促進協議会」が輸出促進に向

けて開催するセミナー、商談会等へのカキ生産者の参加促進を図る。 

（５）中核的担い手の確保・育成

 全漁協及び県漁連は、中核的担い手の確保・育成を図るため、経営能力の向上等に

資する研修会を開催するほか、漁業経営セーフティーネット構築事業や積立ぷらすへ

の加入促進、中核的漁業者が持続的な漁業経営に取り組むことができるよう漁船リー

スの活用や省力・省コスト化等生産性向上のための漁業用機器等の導入を推進する。

また、新規就業者の確保・育成を図るため、三重県漁業担い手対策協議会と連携す

るとともに、経営体育成総合支援事業の活用を推進する。 

活用する支援

措置等 

広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査）（国） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

水産業競争力強化金融支援事業（国） 

経営体育成総合支援事業（国） 

漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（浜の担い手漁船リース緊急事業）（国） 

漁業収入安定対策事業（積立ぷらす）（国） 

４年目（令和８年度）

取組内容 （１）安定生産対策

 三重県水産研究所は、鳥羽磯部漁協桃取町支所・小浜支所・安楽島支所・浦村支所・

的矢支所・三ヶ所支所、三重外湾漁協神明支所の生産者、鳥羽市、志摩市の協力のも

と、水温等の漁場環境調査と漁場・種苗産地ごとのへい死状況調査を行う。三重県水

産研究所は、各漁場の調査結果をとりまとめ、漁場環境調査の結果は三重県水産研究

所、鳥羽市、志摩市のホームページへ掲載し周知を図り、へい死状況調査の結果につ

いては、漁場環境とへい死との関係性を分析したうえで、再生委員会の全構成員へ共

有する。

また、生産者は、三重県水産研究所が開発した抑制技術を活用した生産を行う。
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（２）衛生対策

三重県は、引き続き、細分化された新たな海域区分による貝毒検査・貝毒プランク

トン調査を行う。全漁協及び生産者は、貝毒検査に必要なサンプルを採取・提供する。

三重県は、検査・調査結果を県ホームページ等で周知する。

（３）養殖経営の強化と販売戦略

 鳥羽磯部漁協は、具体的なスキームを基に生産者と協議を行う。特に集約化と漁協

系統の役割、ブランド構築について県レベルの方向性の最終の協議を行うとともに、

漁協の出荷施設整備の詳細設計を行う。

全漁協・県漁連は、三重県産養殖カキの消費拡大と認知度向上を図るため、観光客

向けの PR 活動や県内外で開催されるイベント等を活用した普及啓発活動を行う。 

（４）輸出への取組の促進

 全漁協及び県漁連は、三重県農林水産物・食品輸出送信協議会が輸出促進に向けて

開催するセミナー、商談会等へのカキ生産者の参加促進を図る。 

（５）中核的担い手の確保・育成

 全漁協及び県漁連は、中核的担い手の確保・育成を図るため、経営能力の向上等に

資する研修会を開催するほか、漁業経営セーフティーネット構築事業や積立ぷらすへ

の加入促進、中核的漁業者が持続的な漁業経営に取り組むことができるよう漁船リー

スの活用や省力・省コスト化等生産性向上のための漁業用機器等導入を推進する。

また、新規就業者の確保・育成を図るため、三重県漁業担い手対策協議会と連携す

るとともに、経営体育成総合支援事業の活用を推進する。 

活用する支援

措置等 

広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査）（国） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

水産業競争力強化金融支援事業（国） 

経営体育成総合支援事業（国） 

漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（浜の担い手漁船リース緊急事業）（国） 

漁業収入安定対策事業（積立ぷらす）（国） 

水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

５年目（令和９年度）

取組内容 （１）安定生産対策

三重県水産研究所は、鳥羽磯部漁協桃取町支所・小浜支所・安楽島支所・浦村支所・

的矢支所・三ヶ所支所、三重外湾漁協神明支所の生産者、鳥羽市、志摩市の協力のも

と、水温等の漁場環境調査と漁場・種苗産地ごとのへい死状況調査を行う。三重県水

産研究所は、各漁場の調査結果をとりまとめ、漁場環境調査の結果は三重県水産研究
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所、鳥羽市、志摩市のホームページへ掲載し周知を図り、へい死状況調査の結果につ

いては、漁場環境とへい死との関係性を分析したうえで、再生委員会の全構成員へ共

有する。

また、生産者は、三重県水産研究所が開発した抑制技術を活用した生産を行う。

（２）衛生対策の強化

三重県は、引き続き、細分化された新たな海域区分による貝毒検査・貝毒プランク

トン調査を行う。全漁協及び生産者は、貝毒検査に必要なサンプルを採取・提供する。

三重県は、検査・調査結果を県ホームページ等で周知する。

（３）養殖経営の強化と販売戦略

 これまでの協議結果に基づき、鳥羽磯部漁協は出荷施設を整備し、ブランドカキと

して出荷を開始する。

全漁協・県漁連は、三重県産養殖カキの消費拡大と認知度向上を図るため、観光客

向けの PR 活動や県内外で開催されるイベント等を活用した普及啓発活動を行う。 

（４）輸出への取組の促進

カキ生産者及び全漁協は、商談会等で成立した取引を実現させ、輸出実績を重ねる

とともに、新たなカキ輸出ルートを確立させる。 

（５）中核的担い手の確保・育成

 全漁協及び県漁連は、中核的担い手の確保・育成を図るため、経営能力の向上等に

資する研修会を開催するほか、漁業経営セーフティーネット構築事業や積立ぷらすへ

の加入促進、中核的漁業者が持続的な漁業経営に取り組むことができるよう漁船リー

スの活用や省力・省コスト化等生産性向上のための漁業用機器等の導入を推進する。

また、新規就業者の確保・育成を図るため、三重県漁業担い手対策協議会と連携す

るとともに、経営体育成総合支援事業の活用を推進する。 

活用する支援

措置等 

広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査）（国） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

水産業競争力強化金融支援事業（国） 

経営体育成総合支援事業（国） 

漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（浜の担い手漁船リース緊急事業）（国） 

漁業収入安定対策事業（積立ぷらす）（国） 

水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

（５）関係機関との連携

・安定生産対策に関しては、三重県水産研究所を中心に、漁協、生産者、市町が連携の上実施する。

・養殖技術開発、衛生管理体制構築については、三重県水産研究所をはじめとする県市町関係部局等
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と連携して実施する。

・一時的に減少した収入を補うため、三重県漁業共済組合等と連携し、漁業共済や漁業経営セーフテ

ィーネット構築事業への加入を促進する。

・漁協系統団体との連携を強化し組織強化を行う。特に流通・輸出促進については三重県漁連と連携

する。

（６）他産業との連携

・販売事業者、飲食店やその他の業態、漁協系統と連携して需要の拡大をめざす。

・ブランド化については、県市町関係部局、報道関係等との連携を図り、積極的な広報戦略を実施し

ていく。

・観光業等との連携により、カキが県を代表する水産物であることを PR し、さらなる消費拡大を推進

する。

・輸出促進においては、農産物、カキ以外の水産物を取り扱う業者、コンテナ会社等と連携する。

４ 成果目標

（１）成果目標の考え方

大量へい死対策の実施により、生産量の大幅減少を抑制できると見込み、カキの県内総生産量を大

量へい死発生前（平成 29 年～令和元年）の水準まで戻すことを 1 つ目の成果目標とする。 

また、衛生管理対策の徹底による「三重県産カキ」の信頼性向上とブランド化、販売 PR 等により単

価の向上を見込むことができることから、セルカキの平均価格を約 5％向上させることを 2 つ目の成果

目標とする。 

さらに、中核的担い手の育成にあたっては、地域のカキ養殖業の将来を担う人材の確保・育成が重

要であることから、新規就業者数を現状維持することを 3 つ目の成果目標とする。 

（２）成果目標

カキ養殖業

養殖カキの生産量向上 基準年 令和 3 年：1,900ｔ 

目標年 令和 9 年：3,565ｔ 

養殖カキの価格向上（約 5％） 基準年 令和元年～令和 3 年：71 円/個（セル・平均単価） 

※鳥羽磯部漁協調べ。下級品は除く。

目標年 令和 9 年：75 円/個 

新規就業者数の現状維持 基準年 平成 29 年～令和 3 年：2.8 名/年 

目標年 令和 9 年：3名/年 

（３）上記の算出方法及びその妥当性

①生産量の向上

基準年の生産量は、漁業・養殖業生産統計より令和 3年の数値を用いた。

大量へい死対策等の安定生産対策を強化することにより、生産量の向上を見込むことができること

から、目標年は、漁業・養殖業生産統計より求めた大量へい死発生前の 3 年平均値（平成 29 年～令和
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元年）とした。 

②価格の向上

鳥羽磯部漁協への聞き取りにより、基準年（令和元年～令和 3 年）の平均単価は 71 円/個。ただし、

キズ等による下級品（20 円/個以下）は除くものとする。

再生委員会を通じて情報交換、技術研鑽を行うことにより、現行ブランド力向上のための方向性を

見出す。また、系統取扱いや衛生対策強化による信頼性の構築により、新たなブランドを構築するこ

とで平均単価の向上（約 5％）をめざす。 

③新規就業者数の現状維持

カキ養殖業を継続するには、地域をけん引していく新規のカキ養殖業就業者の確保と育成が重要で

ある。このため、今後、あらゆる取組を拡大することで、新規就業者数を直近 5 ヶ年（平成 29～令

和 3 年度）の平均 2.8 名/年と同程度である 3名/年とすることを目指す。 

５ 関連施策

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関係性

広域浜プラン緊急対策事業

（広域浜プラン実証調査）

広域的な水産物流通機能の強化、資源管理対策や効果

的な施設利用など広域浜プランの推進のためのソフト

面を補完する。

水産業競争力強化緊急施設整備事業 安定的な出荷体制のために必要な施設整備等を行う。

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 競争力強化が期待される漁業用機器等の導入を行い、

経営支援を行う。

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 漁船の取得等の支援を行う。

水産業競争力強化金融支援事業 漁船の取得等の借入金について、利子補給等の融資を

行い、強い漁家経営体制を構築する。

漁業経営セーフティーネット構築事業 燃油高騰対策のため全経営体の活用をめざす。

漁業収入安定対策事業（積立ぷらす） 価格変動に対する措置として全経営体の活用をめざ

す。

経営体育成総合支援事業 新規就業者の確保・育成を行う。




